
第１款　特別区税

　特別区税は、納税義務者数の増と個人所得の増による特別区民税の増と特別区たばこ

の増で、約５億９千万円の増となっています。

　

本年度 前年度

第１項　特別区民税 14,842,452 14,064,345

主な増減 現年課税分 14,596,629 13,816,273

　 　

第２項　軽自動車税 53,902 52,248

主な増減 現年課税分 52,489 51,135

　 　

第３項　特別区たばこ税 3,315,372 3,501,345

主な増減 現年課税分 3,315,371 3,501,344

（参考）  

　　年間消費数量　

　　    1,011,035千本（対前年度比　56,720千本の減）

第４項　入湯税 1,095 1,095

主な増減 現年課税分 1,095 1,095

　 　

第２款　地方譲与税

　

　地方譲与税は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比２．８％の減で見込

　

本年度 前年度

第１項　自動車重量譲与税 332,542 342,474

　 　

歳 入 予 算 款 別 説 明

項　　　目

項　　　目
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税が年間消費数量の減少により減収となることとの相殺により、対前年度比３．４％

千円

増減額 増　減　理　由

778,107

780,356 納税義務者数の増及び個人所得の増による増

　 　

1,654 　

1,354 過去の登録台数実績を参考に計上

　 　

△ 185,973

△ 185,973 過去のたばこ販売実績を参考に計上

　税率（千本あたり）

　　平成１８年７月から　　旧３級品国産たばこ　　　　　　1,564円

　　　　　　　　　　　　  旧３級品以外国産、外国たばこ　3,298円

0

0 前年同　　　税率　入湯客１人１日　150円

　 　

み、約１３百万円の減となっています。

千円

増減額 増　減　理　由

△ 9,932 都区財政調整の当初フレームを参考に計上
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本年度 前年度

第２項　地方道路譲与税 121,821 125,073

第３款　利子割交付金

　利子割交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比６６．８％の増で

　

本年度 前年度

539,536 323,463

第４款　配当割交付金

　配当割交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比５２．１％の増で

本年度 前年度

190,448 125,212

　 　 　 　

第５款　株式等譲渡所得割交付金

　株式等譲渡所得割交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比

　

本年度 前年度

114,109 139,668

第１項　利子割交付金

第１項　配当割交付金

項　　　目

項　　　目

第１項　株式等譲渡所得割交付金

項　　　目

項　　　目
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千円

増減額 増　減　理　由

△ 3,252 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

見込み、約２億２千万円の増となっています。

千円

増減額 増　減　理　由

216,073 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

見込み、約６千５百万円の増となっています。

千円

増減額 増　減　理　由

65,236 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

　 　

１８．３％の減で見込み、約２千６百万円の減となっています。

千円

増減額 増　減　理　由

△ 25,559 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

19



第６款　地方消費税交付金

　地方消費税交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比３.９％の減

本年度 前年度

3,128,244 3,255,197

　 　 　 　

第７款　自動車取得税交付金

　自動車取得税交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比１４.１％

本年度 前年度

487,468 567,483

　 　 　

第８款　地方特例交付金

　地方特例交付金は、児童手当の制度拡充に対する財源措置等として交付される「第１

る「第２項　特別交付金」に分割し、いずれも、平成１９年度交付実績額と同額を計上

　この結果、地方特例交付金は、対前年度比２３．２％の減で見込み、約４千６百万円

本年度 前年度

47,900 199,877

105,547 0第２項　特別交付金

第１項　地方消費税交付金

項　　　目

項　　　目

第１項　地方特例交付金

項　　　目

第１項　自動車取得税交付金
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で見込み、約１億３千万円の減となっています。

千円

増減額 増　減　理　由

△ 126,953 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

　 　

の減で見込み、約８千万円の減となっています。

千円

増減額 増　減　理　由

△ 80,015 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

　 　

項　地方特例交付金」と、減税補てん特例交付金の廃止による経過措置として交付され

しました。

の減となっています。

千円

増減額 増　減　理　由

△ 151,977 減税補てん特例交付金の廃止による経過措置として設けられた特

別交付金相当分を、第２項に組み替えたことによる減

105,547 平成１９年度補正予算で新規計上
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第９款　特別区交付金

　特別区財政調整交付金は、都区財政調整の当初フレーム等を参考に対前年度比

第１項　特別区財政調整交付金

本年度 前年度

30,900,000 28,300,000

　 　

2,500,000 1,500,000

　 　 　 　

第１０款　交通安全対策特別交付金

　交通安全対策特別交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比

本年度 前年度

37,513 42,484

　 　

第１１款　分担金及び負担金

　分担金及び負担金は、（仮称）上野広小路駐車場整備及び日本堤公園復旧工事に伴う

分担金の減との相殺により、対前年度比１．０％の増で、約９百万円の増となっていま

　

第１項　分担金

本年度 前年度

5,055 4,754

主な増減 小島ビル 663 362

項　　　目

項　　　目

１．総務費分担金

１．普通交付金

２．特別交付金

項　　　目

第１項　交通安全対策特別交付金
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１２.１％の増で見込み、３６億円の増となっています。

千円

増減額 増　減　理　由

2,600,000 普通交付金総額９，６５８億円を参考に計上

　 　

1,000,000 普通交付金と特別交付金の配分割合の変更による増

　 　

１１.７％の減で見込み、約５百万円の減となっています。

千円

増減額 増　減　理　由

△ 4,971 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

　 　

東京都分担金の皆増と谷中地区まちづくりの電線類地中化工事出来高の減に伴う東京都

す。各項・目別の主な増減は次のとおりです。

千円

増減額 増　減　理　由

301

301 電力計等交換による増
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本年度 前年度

260 0

主な増減 姉妹区提携スポーツ大会 260 0

5,023 6,145

主な増減 浅草保健相談センター 5,023 6,145

76,342 71,096

主な増減 谷中地区まちづくり 5,000 66,464

（仮称）上野広小路駐車場 53,500 0

隅田公園 8,250 4,251

日本堤公園 9,260 0

200 0

主な増減 体育大会 200 0

第２項　負担金

本年度 前年度

422,595 413,853

主な増減 保育費 358,326 352,917

老人福祉施設費 33,707 30,673

382,849 387,276

主な増減 公害健康被害補償費 380,779 385,666

３．衛生費分担金

１．民生費負担金

項　　　目

４．土木費分担金

２．衛生費負担金

項　　　目

５．教育費分担金

２．民生費分担金
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千円

増減額 増　減　理　由

260

260 姉妹都市ゲートボール大会の隔年当番実施による墨田区分担金の皆

増

△ 1,122

△ 1,122 施設管理経費の東京都分担金の減

5,246

△ 61,464 電線類地中化の工事出来高見込みの減による東京都分担金の減

53,500 駐車場整備に伴う東京都分担金の皆増

3,999 桜橋健全度診断の実施に伴う墨田区分担金の増

9,260 公園占用工事終了後の復旧工事に伴う東京都分担金の皆増

200

200 台東区中学校連合陸上競技大会経費の東京都分担金の皆増

増減額 増　減　理　由

8,742

5,409 保育料収入見込みの増

3,034 養護老人ホーム入所者自己負担金の増

△ 4,427

△ 4,887 公害健康被害補償給付費の実績見込みによる減
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第１２款　使用料及び手数料

　使用料及び手数料は、特定優良賃貸住宅使用料の実績見込みによる増及び有料ごみ処

伴う休館による使用料の減との相殺により、対前年度比１．５％の増で、約５千万円の

第１項　使用料

本年度 前年度

241,728 251,015

主な増減 区民会館 91,749 93,288

区民館 28,250 36,704

公会堂 120,237 118,496

コミュニティ施設 904 1,458

56,342 61,200

主な増減 ケアハウス 51,446 56,639

身体障害者生活ホーム 4,680 4,200

24,887 24,383

主な増減 保健所 2,159 1,412

環境ふれあい館 370 643

75,281 71,338

主な増減 一葉記念館 5,853 5,310

奏楽堂 13,730 13,280

浅草文化観光センター駐車場 16,622 13,722

36,362 36,422

主な増減 台東デザイナーズビレッジ 7,797 7,857

４．文化観光使用料

２．民生使用料

１．総務使用料

項　　　目

３．衛生使用料

５．産業経済使用料
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理券等の手数料改定による増と、リバーサイドスポーツセンター体育館の大規模改修に

増となっています。各項・目別の主な増減は次のとおりです。

増減額 増　減　理　由

△ 9,287

△ 1,539 使用料改定による減

△ 8,454 使用料改定による減

1,741 実績見込みによる増

△ 554 使用料改定による減

△ 4,858

△ 5,193 実績見込みによる減

480 実績見込みによる増

504

747 実績見込みによる増

△ 273 使用料改定による減

3,943

543 実績見込みによる増

450 実績見込みによる増

2,900 実績見込みによる増

△ 60

△ 60 早稲田大学ヒューマンリソース研究所退去による減
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本年度 前年度

1,781,254 1,764,598

主な増減 住宅 461,237 448,070

自転車駐車場 86,469 81,702

道路占用 1,029,792 1,031,084

自動車駐車場 166,825 162,617

公園及び児童遊園 31,046 34,741

188,421 199,757

主な増減 幼稚園保育料 57,809 49,240

生涯学習センター 34,441 39,910

体育施設 82,190 96,626

第２項　手数料

本年度 前年度

138,625 141,547

主な増減 税務 6,300 5,700

住民票 31,063 34,462

574,750 525,241

主な増減 食品衛生 38,274 28,997

環境衛生 1,578 864

有料ごみ処理券 524,304 485,772

5 5

主な増減 小売市場出店許可 5 5

３．産業経済手数料

１．総務手数料

６．土木使用料

項　　　目

項　　　目

２．衛生手数料

７．教育使用料
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千円

増減額 増　減　理　由

16,656

13,167 特定優良賃貸住宅使用料の実績見込みの増による増

4,767 （仮称）入谷駅南原動機付自転車駐車場の新規計上等による増

△ 1,292 実績見込みによる減

4,208 雷門地下駐車場の利用数見込みの増による増

△ 3,695 工事施工時の一時占用の減による減

△ 11,336

8,569 石浜橋場こども園の長時間保育分の増

△ 5,469 使用料改定による減

△ 14,436 リバーサイドスポーツセンター体育館大規模改修工事に伴う休館

による減

　

千円

増減額 増　減　理　由

△ 2,922

600 納課税証明書実績見込みによる増

△ 3,399 住民票の写し交付実績見込みによる減

49,509

9,277 手数料改定及び実績見込みによる増

714 手数料改定及び実績見込みによる増

38,532 手数料改定による増

0

0 前年同
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本年度 前年度

67,220 62,974

主な増減 構造計算適合性判定 14,041 9,350

屋外広告物許可 14,523 16,235

自転車駐車登録 3,997 3,557

移送費 21,599 20,817

318 307

主な増減 幼稚園入園 317 306
　

第１３款　国庫支出金

　国庫支出金は、生活保護費の減と（仮称）上野広小路駐車場整備の工事出来高見込み

ています。各項・目別の主な増減は次のとおりです。

第１項　国庫負担金

本年度 前年度

13,826,570 14,253,928

主な増減 被用者児童手当費 261,537 184,101

非被用者児童手当費 110,481 102,318

心身障害者保護費 800,509 728,833

生活保護費 12,126,837 12,713,325

70,628 167,295

主な増減 結核対策費 57,379 79,016

保健事業費 9,390 84,789

項　　　目

４．土木手数料

２．衛生費負担金

項　　　目

１．民生費負担金

５．教育手数料
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千円

増減額 増　減　理　由

4,246

4,691 申請件数の実績見込みによる増

△ 1,712 申請件数の実績見込みによる減

440 （仮称）入谷駅南自転車置場等の新規計上による増

782 撤去自転車の返還台数の実績見込みによる増

11

11 実績見込みによる増

　 　

の増による増との相殺により、対前年度比２．０％の減で、約３億２千万円の減となっ

千円

増減額 増　減　理　由

△ 427,358 　

77,436 乳幼児加算創設及び受給者増による増

8,163 乳幼児加算創設及び受給者増による増

71,676 実績見込みによる増

△ 586,488 実績見込みによる減

△ 96,667 　

△ 21,637 勧告入院患者の実績見込みによる減

△ 75,399 基本健康診査事業終了に伴う減
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第２項　国庫補助金

本年度 前年度

151,857 120,070

主な増減 地域介護・福祉空間整備等交付金 31,500 20,000

地域生活支援事業費 49,637 28,000

15,086 14,635

主な増減 公害健康被害補償費 9,314 8,517

保健事業費 1,807 2,136

1,124,719 942,808

主な増減 まちづくり交付金 13,798 7,200

特定交通安全施設等整備費 1,045,000 869,000

14,748 14,256

主な増減 幼稚園就園奨励費 12,730 12,560

特別支援教育就学奨励費 1,202 915

0 9,000

主な増減 勤労者福祉推進費 0 9,000

第３項　国庫委託金

本年度 前年度

24,630 22,582

主な増減 外国人登録事務費 24,566 22,528

197 182

主な増減 特別児童扶養手当支給事務費 197 182

２．民生費委託金

１．総務費委託金

１．民生費補助金

２．衛生費補助金

項　　　目

（産業経済費補助金）

３．土木費補助金

項　　　目

４．教育費補助金
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千円

増減額 増　減　理　由

31,787

11,500 助成見込み件数の増

21,637 実績見込みによる増

451

797 実績見込みによる増

△ 329 実績見込みによる減

181,911

6,598 浅草地域まちづくりに対する交付金の新規計上

176,000 （仮称）上野広小路駐車場整備の工事出来高見込みの増による増

492

170 実績見込みによる増

287 実績見込みによる増

△ 9,000

△ 9,000 勤労者サービスセンター事業に対する補助終了による皆減

千円

増減額 増　減　理　由

2,048

2,038 事務処理件数の増による増

15

15 実績見込みによる増
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本年度 前年度

282 282

主な増減 国民健康・栄養調査費 282 282

第１４款　都支出金

　都支出金は、（仮称）上野広小路駐車場整備の工事出来高見込みの増に伴う都市計

及び東京都知事選挙の終了による減との相殺により、対前年度比６．１％の増で、約

第１項　都負担金

本年度 前年度

3,226,385 3,015,151

主な増減 被用者児童手当費 110,178 103,733

非被用者児童手当費 110,481 102,318

心身障害者保護費 400,253 364,415

国民健康保険財政基盤安定費 343,597 304,133

後期高齢者医療保険基盤安定費 167,697 0

生活保護費 1,968,452 2,014,278

12,298 87,386

主な増減 保健事業費 9,390 84,789

第２項　都補助金

本年度 前年度

5,258 6,167

主な増減 人権啓発活動費 1,511 1,479

生活安全啓発活動推進費 3,747 4,688

項　　　目

１．総務費補助金

項　　　目

３．衛生費委託金

項　　　目

２．衛生費負担金

１．民生費負担金
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千円

増減額 増　減　理　由

0

0 前年同

画交付金の増及び後期高齢者医療保険基盤安定費の新規計上による増と参議院議員選挙

３億円の増となっています。各項・目別の主な増減は次のとおりです。

千円

増減額 増　減　理　由

211,234

6,445 乳幼児加算創設及び受給者増による増

8,163 乳幼児加算創設及び受給者増による増

35,838 実績見込みによる増

39,464 保険料軽減対象者見込み数の増による増

167,697 新規計上

△ 45,826 実績見込みによる減

△ 75,088

△ 75,399 基本健康診査事業終了に伴う減

千円

増減額 増　減　理　由

△ 909

32 実績見込みによる増

△ 941 実績見込みによる減
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本年度 前年度

411,551 293,021

主な増減 子育て支援基盤整備包括補助事業費 80,545 5,012

福祉保健基盤等包括補助事業費 31,991 0

高齢社会対策包括補助事業費 84,133 0

障害者施策推進包括補助事業費 96,847 0

福祉改革推進事業費 0 119,887

知的障害者授産指導費 0 46,663

17,628 104,712

主な増減 医療保健政策包括補助事業費 8,154 0

精神障害者施設運営費 0 51,432

精神障害者グループホーム運営費 0 16,314

精神障害者ホームヘルプサービス費 0 11,638

精神障害者社会復帰施設運営費 0 15,664

6,300 0

主な増減 観光案内標識設置事業費 6,300 0

195,253 286,738

主な増減 新元気を出せ商店街事業費 195,253 286,738

803,402 484,190

主な増減 都市計画交付金 714,160 399,494

地籍調査事業費 12,300 0

高齢者集合住宅費 0 6,408

34,800 31,279

主な増減 私立幼稚園費 31,056 31,279

放課後子ども教室推進費 3,744 0

３．衛生費補助金

４．文化観光費補助金

６．土木費補助金

２．民生費補助金

５．産業経済費補助金

７．教育費補助金

項　　　目
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千円

増減額 増　減　理　由

118,530

75,533 補助対象拡大による増

31,991 新規計上

84,133 新規計上

96,847 新規計上

△ 119,887 事業終了による皆減

△ 46,663 事業終了による皆減

△ 87,084

8,154 新規計上

△ 51,432 障害者自立支援法に基づく都負担金への組替えによる皆減

△ 16,314 障害者自立支援法に基づく都負担金への組替えによる皆減

△ 11,638 障害者自立支援法に基づく都負担金への組替えによる皆減

△ 15,664 障害者自立支援法に基づく都負担金への組替えによる皆減

6,300

6,300 新規計上

△ 91,485

△ 91,485 商店街振興事業の実績見込みによる減

319,212

314,666 （仮称）上野広小路駐車場整備の工事出来高見込みの増による増

12,300 新規計上

△ 6,408 高齢社会対策に対する補助金への組替えによる皆減

3,521 　

△ 223 実績見込みによる減

3,744 新規計上
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第３項　都委託金

本年度 前年度

405,234 507,856

主な増減 徴税費 384,949 390,146

住宅・土地統計調査費 12,254 1,173

商業統計調査費 0 17,446

東京都知事選挙費 0 32,668

参議院議員選挙費 0 61,291

1,298 894

主な増減 衛生統計調査費 1,298 894

874 82

主な増減 都市計画費 792 0

4,684 3,248

主な増減 理科支援員委託費 1,440 0

118,560 120,000

主な増減 事務処理特例交付金 118,560 120,000

第１５款　財産収入

　財産収入は、土地貸付料と建物貸付料の実績見込みによる増及び清掃車売払による

各項・目別の主な増減は次のとおりです。

第１項　財産運用収入

本年度 前年度

421,723 402,838

主な増減 土地貸付料 198,077 196,072

建物貸付料 185,215 168,199

項　　　目

２．衛生費委託金

３．土木費委託金

１．総務費委託金

１．財産貸付収入

５．事務処理特例交付金

項　　　目

４．教育費委託金
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千円

増減額 増　減　理　由

△ 102,622

△ 5,197 住民税フラット化に伴う算定方法変更の経過措置による減

11,081 調査実施による増

△ 17,446 調査終了による皆減

△ 32,668 選挙終了による皆減

△ 61,291 選挙終了による皆減

404

404 調査項目の増による増

792

792 都市計画基礎調査の実施による皆増

1,436

1,440 平成１９年度補正予算で新規計上

△ 1,440

△ 1,440 実績見込みによる減

　

物品売払代金の増により、対前年度比４．９％の増、約２千万円の増となっています。

　

千円

増減額 増　減　理　由

18,885

2,005 実績見込みによる増

17,016 実績見込みによる増
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第２項　財産売払収入

本年度 前年度

2 2

主な増減 土地売払代金 1 1

建物売払代金 1 1

8,089 7,019

主な増減 物品売払代金 8,089 7,019

第１６款　寄附金

　平成２０年度は、日本中央競馬会等からの寄附金を、５．３％の減、約４百万円の

第１項　寄附金

本年度 前年度

79,380 83,860

主な増減 一般 79,380 83,860

1 1

主な増減 指定 1 1

１．一般寄附金

項　　　目

項　　　目

１．不動産売払収入

２．物品売払収入

２．指定寄附金
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千円

増減額 増　減　理　由

0

0 科目存置

0 科目存置

1,070

1,070 清掃車売払による増

減で計上しています。各項・目別の主な増減は次のとおりです。

千円

増減額 増　減　理　由

△ 4,480

△ 4,480 実績見込みによる減

0

0 科目存置
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第１７款　繰入金

　繰入金は、(仮称)上野広小路駐車場の工事出来高の増による公共施設建設基金とりく

の増となっています。各項・目別の主な増減は次のとおりです。

第１項　基金繰入金

本年度 前年度

１．郵便料金基金繰入金 1 1

２．用品調達基金繰入金 2,131 2,653

３．台東区奨学基金繰入金 64 48

４．台東区社会福祉基金繰入金 3,166 2,624

５．台東区建設基金繰入金 2,454,249 1,257,336

６．台東区教育振興基金繰入金 11,914 6,405

７．台東区都市整備基金繰入金 3,781 271,282

８．財政調整基金繰入金 18,771 10,133

９．公共料金支払基金繰入金 1 1

10.台東区国際交流親善基金繰入金 660 495

11.台東区緑化推進基金繰入金 44 33

12.台東区定住基金繰入金 1,344 194,984

13.減債基金繰入金 14,596 6,032

14.災害対策基金繰入金 931 619

15.台東区高額療養費貸付基金繰入金 1 1

第２項　特別会計繰入金

本年度 前年度

１．老人保健医療会計繰入金 1 1

２．用地会計繰入金 1 1

項　　　目

項　　　目
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ずしの増及び基金運用益金の増により、対前年度比４３．３％の増で、約７億６千万円

千円

増減額 増　減　理　由

0 科目存置

△ 522 基金運用益金の実績見込みによる減

16 基金運用益金の実績見込みによる増

542 基金運用益金の実績見込みによる増

1,196,913 (仮称)上野広小路駐車場の工事出来高増による基金とりくずしの増

5,509 池波正太郎記念文庫入口表示板等改修による基金とりくずしの増

△ 267,501 基金とりくずしの皆減による減

8,638 基金運用益金の実績見込みによる増

0 科目存置

165 基金運用益金の実績見込みによる増

11 基金運用益金の実績見込みによる増

△ 193,640 基金とりくずしの皆減による減

8,564 基金運用益金の実績見込みによる増

312 基金運用益金の実績見込みによる増

0 科目存置

千円

増減額 増　減　理　由

0 科目存置

0 科目存置
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第１８款　繰越金

　繰越金は、平成１９年度当初予算では科目存置としましたが、平成２０年度は、平成

　

本年度 前年度

第１項　繰越金 1,000,000 1

第１９款　諸収入

　諸収入は、障害者福祉サービス収入の新規計上による増と職員互助組合返還金の皆減

度比０．１％の増で、約５百万円の増となっています。各項・目別の主な増減は次のと

　　

本年度 前年度

第１項　延滞金､加算金及び過料 15,002 15,002

4,465 2,251

3,894,313 3,904,815

222,324 225,336

7,555 8,311

6,282 8,886

208,487 208,139

1 1

第６項　介護サービス収入 1 1

第７項　障害者福祉サービス収入 92,468 0

382,867 458,587

163,116 145,201

1 1

1,016 1,455

4,433 3,617

1 1

項　　　目

２．衛生費受託収入

第５項　収益事業収入

１．民生費受託収入

項　　　目

３．土木費受託収入

第４項　受託事業収入

第３項　貸付金元利収入

５．小切手未払資金組入

４．賄収入

第２項　特別区預金利子

３．弁償金

２．滞納処分費

１．納付金

第８項　雑入
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１９年度の歳計剰余金の見込額を計上しています。

千円

増減額 増　減　理　由

999,999 歳計剰余金見込額

及び社会福祉法人貸付金返還金の減による貸付金元利収入の減との相殺により、対前年

おりです。

千円

増減額 増　減　理　由

0 前年同

2,214 実績見込みによる増

△ 10,502 社会福祉法人貸付金返還金の減

△ 3,012

△ 756 管外児童の保育受託収入の見込み減

△ 2,604 予防接種受託収入の見込み減

348 掘さく道路復旧費収入の見込み増

0 特別区競馬組合配分金を科目存置で計上

0 科目存置

92,468 新規計上

△ 75,720 　

17,915 再任用職員数増に伴う社会保険料自己負担分の増

0 科目存置

△ 439 道路付属物損傷弁償金の実績見込みによる減

816 石浜橋場こども園分の実績見込みによる増

0 科目存置
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本年度 前年度

６．雑入 214,300 305,112

主な増減 子ども医療費助成等返納金 9,247 0

東京都立浅草高等学校温水プール 810 8,143

雑入 35,249 16,894

職員互助組合返還金 0 108,348

（第三者納付金） 0 3,200

項　　　目
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千円

増減額 増　減　理　由

△ 90,812

9,247 第三者納付金からの組替えによる皆増

△ 7,333 実績見込みによる減

18,355 資源回収売払代金の増

△ 108,348 皆減

△ 3,200 雑入への組替えによる皆減
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